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1 はじめに 

本稿は，研究者があまり土地勘のない，「研究組織のあり

方」について，研究組織のガバナンス（合意形成のメカニ

ズム），スウェーデンの ESS（EUROPEAN SPALLATION 

SOURCE）を例とした国際共同研究機関のガバナンス，日

本の独立行政法人との比較から，今後日本でも大規模な国

際共同研究機関をホスト国として設立する場合に参考とな

り得る情報を紹介することを目的とする。 
 

2 ガバナンスとは？ 

研究者は国公立大学や私立大学の研究室，国や自治体な

どの公的な研究機関など，様々な研究所に所属している。

研究所には，研究室が多数集まる研究部門以外にも様々な

組織がある。研究費の管理を行う経理部，研究所の施設設

備の維持管理や備品管理などを担当する総務部，研究所と

地域や社会との交流を担う広報部，研究所全体の企画・運

営を担う経営企画部など，業務の分け方と組織の呼び方は

様々だが，研究者はこうした組織に支えられて研究するこ

とができる。 

研究所全体の運営を統括するのが，研究所長や理事長と

呼ばれる研究所のトップと，これを支える理事会などと呼

ばれる会議体である。その役割は，主な所管官庁である文

部科学省との調整，研究所としての運営方針策定や運営予

算獲得とその管理，研究者の人事・処遇，日々の組織運営

まで多岐に亘る事柄を意思決定することである。 

個別の研究に関することであれば教授中心で意思決定で

きるかもしれないが，運営方針や予算，人事，施設設備な

ど，研究所を運営するには多数の事柄が存在し，それぞれ

に経理部長，人事部長，総務部長といった担当者が必要で

ある。通常，規模の大きな研究所では理事会のような最上

位の会議体だけではすべてを議論し尽くすことは難しいた

め，予算委員会や人事委員会，倫理委員会など下位の分科

会が置かれている。また，研究所の外部には所管官庁や地

域住民，共同研究企業，施設設備関連事業者など多数の利

害関係者が存在する。これら多数の関係者の立場を踏まえ

た上で，透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うため

の仕組みを「ガバナンス」と呼ぶ[1]。 

その仕組みとして，理事会などのトップの会議体から予

算・人事・倫理といった下位の会議体が構成されているが，

どのような構成で合意形成を図るのかはその研究所の性格

や，これに応じた法人形態（学校法人や独立行政法人など）

によって異なる。たとえば，KEKはその正式名称を大学共

同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構といい，国立

大学法人法を根拠法としている。JAEA は国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構といい，独立行政法人法通則法

に規定される独立行政法人という法人形態の三区分のうち

の一形態である。 

こうした法人形態の研究所の「所有者」は国である。研

究所の運営予算のほとんどを拠出している所有者から見る

と，研究所が適切に運営されているか（研究費不正や倫理

違反といったネガティブな事柄が起きていないか，起きて

も速やかに信頼回復ができる仕組みとなっているか，所管

官庁や地域住民など研究所の外部からの意見をその運営に

反映できているかなど），つまりガバナンスが効いているか
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は大āɊ要な関心事である。 

上Ȑのような研究所では所有者も研究所も意思決定に関

Dる上位者には元研究者や関連省庁・企業出ȱの日本人が

多く，所管者も日本国一か国であるため，所有と運営のĘ

応関係がDかりやすい。しかし，gsンスの ESRF 

(EUROPEAN SYNCHROTRON RADIATION FACILITY）

やaイツの XFEL (X-RAY FREE ELECTRON LASOR），

ス ウ ェ ー デ ン の ESS (EUROPEAN SPALLATION 

SOURCE) など�もにƔĤでĴ設されている大規模な国際

共同研究機関の当ȔĘ応関係はȆɞである。ま�は「大規

模」であるため，研究所の運営予算を一国ではȪいきれ�，

「国際共同」でȪう必要がある。つまり予算の出しŒであ

る所有者がȆ数国存在することになり，ã国所管官庁の意

思を研究所の運営に反映さ�る必要がある。また，研究者

や設備もȆ数国から調ɂすることになるため，研究所の¹

部の利害関係者も多数の国ǣの人々から構成されている。 

この多様性に起ñする様々な意見を調整し，透明・公正

かつ迅速・果断な合意形成を行うためには，高Ĳなガバナ

ンスの仕組みが必要なことがŊ­できるが，そのために公

的な研究機関であるにもかかDら�ƃ式会社の法人形態が

Ŝ用されている。ƃ式会社は多数の出ȫ者の意見を反映し

やすい法人形態であり，上ȷのような研究所を運営するに

は適した法人形態と考えられる。日本ではƃ式会社という

と利ƨをȸƞするための民ɓ企業というイメーUが定Ǌし

て�り，ƃ式会社形態で運営されている公的研究機関は，

科学研究の分ɋではあまり例がない1。 

本稿ではƶ在Ĵ設中で最ŬのÞり組みである ESSをÞり

上�，スウェーデンの会社法などでƞめられるガバナンス

と，それをĐƶするために ESSが構Ǣしているガバナンス

形態をƌȖする。そして今後，Őが国であまり経ɪのない

国際共同研究機関のホスト国としての設立をȊɋに³れる

場合に2，ESSのような国際共同研究機関のガバナンスの仕

組みが多いに参考になると考えられるため，その際にŸま

しいガバナンスのあり方を考える一Éとすることを目的と

する。 

な�，本稿に�ける意見にDたる部分は，い�れもǜ者

グループの個人的見ȍであることに�ƿ意いただきたい。 

 

3 国際共同研究>Wのガバナンス	 Zス�
ェ��ンの ESS�&と�てZ 
                                                   
1 日本ƺ業ɣŬ機構や日本政策ŔȫɎ行など，経ƥ政策のĐ行やɌ
Ȁ支Ţを目的としつつ，経ƥǤの調査研究を行っている公的機関

ではƃ式会社形態の例がある。 
2 ITER（INTERNATIONAL THERMONUCLEAR 
EXPERIMENTAL REACTOR）や TMT国際ą文á（THIRTY 
METER TELESCOPE INTERNATIONAL OBSERVATORY）と
いった国際研究機関の設立3の参加経ɪはある。 

 
ESS はƄǏǎ中性子Ʀ施設をスウェーデン国¹のルンa

にĴ設するĦ大プロUェOトである。参加国はƔĤ 17カ国，

研究者・スZッgの国ǣは 26 カ国であり，Ĵ設コストは

18®qーロ，Ĵ設Źɓは 12年にÜぶ。 

上ȷの通り，「公的」な国際共同プロUェOトでありなが

ら，その中心となる組織はƃ式会社の形態で運営されてい

る。·体的には，スウェーデンの国¹法に�拠した会社法

人（有限責任会社）である European Spallation Source ESS 

AB3（以下 ESS AB）が設立されている。ESS ABの役割は，

ESS の設計，Ĵ設，所有，運営のほか，参加国との調整や

国際Ö定のǰǪなど広ǡにDたり，ESS というプロUェO

ト全体をマネUメントすることである。 

ESS AB の機関設計やガバナンスは�スウェーデンの会

社法（The Swedish Companies Act, 2005[2]）に�拠してい

る。また，スウェーデン政ıがƃ主であることから，スウ

ェーデンに�いて公営企業に適用される�国有に関する方

針（State Ownership Policy[3]）にĿっている。これは，ガ

バナンスやサスティナftティ（持Ǭàǹ性）に関する事

ɤ�よび外部報èŴの�成ガイasインをÞり決めたもの

である。本方針では，公営企業がガバナンスとサスティナ

ftティのɢでロールoデルとなることをȞって�り，上

場企業にȗ�られる�コーkvートガバナンス・コーa

（The Swedish Code of Corporate Governance[4]）にもĿう

よう要șしている。コーkvートガバナンス・コーaとは，

ガバナンスのĸÐのために企業がĿうべき規ǡをǦ部まで

定めたものであり，スウェーデンでは 2005年にě³されて

いる。 

これらスウェーデンに�けるガバナンスに関する主な法

規Âなどについてはȃ 1 に，また，ã法規Âなどに定めら

れているã機関のƌ要をȃ 2�よび 3にǑす。ȃ 2はã法

規Âなどに�ける機関設計についてのȐȴ¹ĕを比較した

ものであり，ȃ 3 は三委員会（ř名委員会，報ɉ委員会�

よび監査委員会）についてÞり上�たものである。スウェ

ーデンの会社法には委員会に関する規定はƫいが，コーk

vートガバナンス・コーa�よび国有に関する方針によっ

て設置がŞĆされている。 

ESS AB は，政ıがそのƃ式のɁÕを¡有していること

から，û本的にȃ 1 にȐȴしたすべての規ÂをɅČして�

り，公的研究機関でありながら，組織・ÂĲ上は上場企業

にÒŨするǐôたるガバナンスをȸƞしている。 

だが，な�，Őが国の独立行政法人法のような法ĽをÂ

定しなかったのだCうか。Ɨâ的経ǱやÂĲ設計のコスト

などの理ƼもあCうが，ここではガバナンスのȌƩから考

ėしてみよう。 
                                                   
3 ABは Aktiebolagのǀで有限責任会社の意。 
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ȃ 1	 スウェーデンに�けるガバナンスに関する法規Âなど。 

文Ŵ名 ¹ĕ 

The Swedish Companies Act, 2005 

  スウェーデンの会社法 

  会社に関するû本的な事ɤを定めた法Ľ 

  公開・ɡ公開企業に適用される 

The Swedish Code of Corporate 

Governance, 2010 

  企業の·体的なガバナンス方法についての規ǡ 

  コーa通りにĐ施しない場合には，その理ƼをȖ明するǵ務がある 

  公開企業に適用される 

State Ownership Policy 2013 

  政ıがƃ式を所有する企業のガバナンスやサスティナftティに関する事ɤ�よび外部

報èŴの�成に関するガイasイン 

  政ıがƃ式のɁÕ数を所有する企業に適用される 

 

ȃ 2	 ã文Ŵに�ける機関設計に関する�もなȐȴ事ɤ。 

文Ŵ名 

機関名 
The Swedish Companies Act, 2005 

The Swedish Code of Corporate 

Governance, 2010 
State Ownership Policy, 2013 

ƃ主総会 

  ƃ主はƃ主総会3出ĩするƐ利�よび

¡有ƃ式数に応じた議決Ɛを有する 

  ƃ主総会に�ける意思決定は多数決に

より行う 

  ƃ主はƃ主ŠƇƐを有する 

  ƃ主総会は最高意思決定機関であり，

会社に関するあら=る議ɧをÞりœう

ことができる 

  ƃ主総会議事ɏを�成し，Webサイト

上で開Ǒしなければならない 

  スウェーデン議会議員は年ƒ総

会3の出ĩƐを有する 

  年ƒ総会に�əして，一ǼĨ民が

出ĩし，経営ɘにĘしてȬíを行

う場を設ける 

Þǰ役 

  Þǰ役はƃ主総会で任êされる 

  Þǰ役の任Źは原則 1年だが，定ƕに

Ȑȴすることにより 4年をȯえないǡ

òでĳ長することができる 

  企業�よび経営ɘから独立している必

要がある* 

  Þǰ役のɁÕ数は企業�よびその経営

ɘから独立し，Ĝなくとも 2名は主要

ƃ主から独立している必要がある* 

  その企業または子会社の経営ɘと¸任

できるÞǰ役は 1名までとする 

  Þǰ役のɆ任プロXスは政ıが

監ǋする 

Þǰ役会 

  公開企業の場合は 3名以上のÞǰ役の

設置が必要 

  Þǰ役がȆ数人いる場合はその中から

議長をɆ任し，議長の責任でÞǰ役会

を開«する 

  ùǝなUェン[ーバsンスをÞるよう

にÊめなければならない 
  Þǰ役の人数は 6ɱ8人とする 

最高経営責任者 

（CEO） 
- 

  CEOはÞǰ役会にĿ属し，日常業務に

�ける意思決定を担う 

  Þǰ役会に出ĩし，発ȎするƐ利を有

する 

  Þǰ役（議長以外）との¸任がàǹ 

  CEO はÞǰ役会で任ê，ȓ�，

Ǵ²される 

  CEO はÞǰ役と¸任してはなら

ない 

外部監査人 

  外部監査人を 1名以上設置する必要が

あり，人数は定ƕにȐȴする 

  外部監査人はƃ主総会で任êされる 

  外部監査人は監査報èŴを�成し，年

ƒ総会にŠ出する 

  監査報èŴには，関連法規にĿって�

成されたものであることが明Ȑされる

必要がある 

  会計Ɗ査ɗが外部監査人をř名

するƐ利を有する 

* 企業�よび経営ɘからのÞǰ役の独立性は，一定Źɓ，企業またはそのǮĖな関係会社の CEO，Ŀ業員などでなく，一定の限ĲɨをȮ

える個人的な報ɉ，Ɋ要なÞĶがないことなどが要�となっている。主要ƃ主からの独立性は，主要ƃ主とのǆŝ的またはɓŝ的なÞĶな

どを勘Ƈし，総合的にȓ�される。また，主要ƃ主が法人である場合で，その法人のĿ業員またはÞǰ役である場合には主要ƃ主から独立

しているとはみなされない。な�，主要ƃ主とは，ǆŝもしくはɓŝ的にĜなくとも 10%のƃ式または議決Ɛを有するƃ主をいう。

 

 
 

4 

ȃ	�	 コーkvートガバナンス・コーaで設置がŞĆされている委員会�。	

委員会名 ¹ĕ 

ř名委員会 

  Þǰ役会議長�よびそのほかのÞǰ役の¤ȅ者，�よびその報ɉƇをƃ主総会にŠƇする 

  外部監査人¤ȅ者とその報ɉƇをƃ主総会にŠƇする 

  委員長をç9Ĝなくとも 3名以上のメンバーにより構成されなければならない 

  メンバーのɁÕ数は企業�よびその経営ɘから独立し，Ĝなくとも 1名はǜɥƃ主から独立していなければならな

い 

  CEO�よびそのほかの経営ɘはメンバーになることができない 

  Þǰ役は委員長のǸ位にĝくことができ�，またɁÕ数をØめてはならない 

  ř名委員会のメンバーの任ê，または任ê方法はƃ主総会で決議する 

報ɉ委員会 

  役員報ɉをはじめとした経営ɘのɝ用ż�ƇをƧ備する 

  員数についてはƱに規定していないが，メンバーは企業�よびその経営ɘから独立していなければならない 

  Þǰ役会議長が委員長のǸ位にĝくことができる 

  Þǰ役が業務を行うほうが適切と¿断される場合，委員会を設置しなくてもよい 

監査委員会 

  Ȥ務報èに関するƧ備，外部監査人とのɢ会を通じた監査方針の調整，外部監査人からŠ�されるサーfスについ

てのガイasイン�成，監査業務のȓ�，�よびř名委員会とのÖ業による外部監査人¤ȅのɆ定などの業務を行

う 

  Ĝなくとも 3名以上のメンバーにより構成されなければならない 

  経営ɘに加DっているÞǰ役はメンバーになることができない 

  メンバーのɁÕ数は企業�よびその経営ɘから独立し，1名以上は主要ƃ主から独立していなければならない 

  Þǰ役が業務を行うほうが適切と¿断される場合，委員会を設置しなくてもよい 

* ã委員会の委員の独立性については，コーkvートガバナンス・コーaのÞǰ役の独立性の規定がƧ用されている。 

3.1 6:とI,の(Y 
有限責任会社（�ȃ例はƃ式会社）ÂĲは文ĉ通り，出

ȫ者の責任を有限とすることで出ȫ者を¡Ƞするものであ

り，たとえ会社が多ɨのȣ¬をȣってǏたんしたとしても

出ȫ者の責任は出ȫɨまでであり，出ȫɨをȮえてȣ担を

ƞめられることはない（たとえばŐが国の会社法Ǜ 104 ż

に「ƃ主の責任は，その有するƃ式のĶß�ɨを限Ĳとす

る」と定められている）。このように出ȫ者を¡Ƞするのは，

出ȫ者により設立された会社がǏたんした場合にすべての

責任をȣうとなると，国民経ƥの§全な発ğをɕ害するか

らである。すなDち，ƃ主の責任を有限にすることで，一

部の大Ɍ持ちだけではなく広く一Ǽ大ȁからȫɌをÏるこ

とがàǹとなり，大規模な会社を設立できるのである。た

とえばトrZ自ÌȲƃ式会社では，発行ƥみƃ式総数 33®

1Ô|ƃ，ƃ主数 687,028 名，ƃ主の出ȫɨは 1° 2Ô 900

®ºにの6る（2017年 3月 31日ŲƩ）。同社はこれだけの

Ɍɨの出ȫを広く日本のみなら��ƾから集め，大規模な

ĥ場をĴ設して自ÌȲをƹƺ・ȦĀして�り，まさに出ȫ

者が有限責任である�か�で国民経ƥが§全に発ğしてい

るのである。 

一Ǽにƶ�のƃ式会社では，出ȫ者（ɰ会社の所有者）

と会社の経営者は別であり，所有と経営の分ɟが起こる。

企業を経営するにはそのę門Ĕが必要であり，一Ǽ的に出

ȫ者はそのǌ見を持たないため，当ƬのĪǪである。とこ

Cが，所有と経営の分ɟがȾ9と情報のɡĘ称性がƹじ，

経営者が所有者をȄ切ることがある（エーUェンTーíɧ

などと呼ばれる）。経営者が自分の報ɉを不当に高くしたり，

ȶȋ者を役員にŚえたり，いCいCなȄ切り行ƪが考えら

れる。このようなňれがあってはいくら有限責任であCう

と，一Ǽ大ȁが出ȫを行うは�がなく，国民経ƥの§全な

発ğがɕ害されてしまう。そのため，国は会社法などで規

Âをつくり，会社経営の透明性を高めているのである。Ʊ

に上場企業については出ȫ者（ƃ主）が不Ʊ定多数になる

ため，ƱにÚしいルールがȗ�られている。 

 
3.2 ス�ェ��ンの .#=のガバナンス 
会社の所有と経営の分ɟのǪ果，経営者の管理・監ǋが

必要となった経ǱをƌȖしたが，ここでスウェーデンの上

場企業のQースを見てみよう。出ȫ者（ƃ主）は経営者の

管理・監ǋにあたり，ǆŝ・ɓŝの1たつの方法を有して

いる。Ä者では，ƃ主はƃ主総会に�いて会社に関するあ

ら=る議ɧをÞりœうことができると規定されて�り，ǆ

ŝ的に経営に関�することがàǹである。後者では，同じ

くƃ主総会に�いてƃ主はÞǰ役，外部監査人をɆ任し，

自ħの�理としてɓŝ的に経営ɘを監Ȋ・監ǋする。すな

Dち，Þǰ役は会社¹部にあって経営ɘの会社運営をÞり
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ȃ	�	 コーkvートガバナンス・コーaで設置がŞĆされている委員会�。	

委員会名 ¹ĕ 
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てのガイasイン�成，監査業務のȓ�，�よびř名委員会とのÖ業による外部監査人¤ȅのɆ定などの業務を行
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  Ĝなくとも 3名以上のメンバーにより構成されなければならない 

  経営ɘに加DっているÞǰ役はメンバーになることができない 

  メンバーのɁÕ数は企業�よびその経営ɘから独立し，1名以上は主要ƃ主から独立していなければならない 

  Þǰ役が業務を行うほうが適切と¿断される場合，委員会を設置しなくてもよい 

* ã委員会の委員の独立性については，コーkvートガバナンス・コーaのÞǰ役の独立性の規定がƧ用されている。 
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ȫ者の責任を有限とすることで出ȫ者を¡Ƞするものであ

り，たとえ会社が多ɨのȣ¬をȣってǏたんしたとしても

出ȫ者の責任は出ȫɨまでであり，出ȫɨをȮえてȣ担を

ƞめられることはない（たとえばŐが国の会社法Ǜ 104 ż

に「ƃ主の責任は，その有するƃ式のĶß�ɨを限Ĳとす

る」と定められている）。このように出ȫ者を¡Ƞするのは，

出ȫ者により設立された会社がǏたんした場合にすべての

責任をȣうとなると，国民経ƥの§全な発ğをɕ害するか

らである。すなDち，ƃ主の責任を有限にすることで，一

部の大Ɍ持ちだけではなく広く一Ǽ大ȁからȫɌをÏるこ

とがàǹとなり，大規模な会社を設立できるのである。た

とえばトrZ自ÌȲƃ式会社では，発行ƥみƃ式総数 33®

1Ô|ƃ，ƃ主数 687,028 名，ƃ主の出ȫɨは 1° 2Ô 900

®ºにの6る（2017年 3月 31日ŲƩ）。同社はこれだけの

Ɍɨの出ȫを広く日本のみなら��ƾから集め，大規模な

ĥ場をĴ設して自ÌȲをƹƺ・ȦĀして�り，まさに出ȫ

者が有限責任である�か�で国民経ƥが§全に発ğしてい

るのである。 

一Ǽにƶ�のƃ式会社では，出ȫ者（ɰ会社の所有者）

と会社の経営者は別であり，所有と経営の分ɟが起こる。

企業を経営するにはそのę門Ĕが必要であり，一Ǽ的に出

ȫ者はそのǌ見を持たないため，当ƬのĪǪである。とこ

Cが，所有と経営の分ɟがȾ9と情報のɡĘ称性がƹじ，

経営者が所有者をȄ切ることがある（エーUェンTーíɧ

などと呼ばれる）。経営者が自分の報ɉを不当に高くしたり，

ȶȋ者を役員にŚえたり，いCいCなȄ切り行ƪが考えら

れる。このようなňれがあってはいくら有限責任であCう

と，一Ǽ大ȁが出ȫを行うは�がなく，国民経ƥの§全な

発ğがɕ害されてしまう。そのため，国は会社法などで規

Âをつくり，会社経営の透明性を高めているのである。Ʊ

に上場企業については出ȫ者（ƃ主）が不Ʊ定多数になる

ため，ƱにÚしいルールがȗ�られている。 

 
3.2 ス�ェ��ンの .#=のガバナンス 
会社の所有と経営の分ɟのǪ果，経営者の管理・監ǋが

必要となった経ǱをƌȖしたが，ここでスウェーデンの上

場企業のQースを見てみよう。出ȫ者（ƃ主）は経営者の

管理・監ǋにあたり，ǆŝ・ɓŝの1たつの方法を有して

いる。Ä者では，ƃ主はƃ主総会に�いて会社に関するあ

ら=る議ɧをÞりœうことができると規定されて�り，ǆ

ŝ的に経営に関�することがàǹである。後者では，同じ

くƃ主総会に�いてƃ主はÞǰ役，外部監査人をɆ任し，
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ǰまり，外部監査人は会社外部の独立したǛ三者として監

査を行い，そのǪ果をƃ主総会に報èする。 

ここでは所有と経営の分ɟに起ñするíɧȍ決ŒƘとし

て，スウェーデン上場企業の機関設計をƌȖしたが，これ

はコーkvートガバナンスの一部分といえよう。より広ǵ

には，ステーOホル[ー（利害関係者）は所有者と経営者

だけでなく，企業にĘしてȨ�を行うɎ行などの¬Ɛ者，

ÞĶ±，Ŀ業員，一Ǽɩđなどが考えられる。さらには企

業がƸþíɧなどを起こすàǹ性があれば，企業とƫ関係

な一Ǽ大ȁもステーOホル[ーといえよう。企業ƢÌのグ

ローバルÐともǇまって上場企業のコーkvートガバナン

スは高ĲÐして�り，�ƾã国でコーkvートガバナン

ス・コーaがÂ定されるなど，その関心も高まっている。 
 

4 9;との?S	 ZESS と9;のBHM7
A!�&と�てZ  
独立行政法人は，独立行政法人通則法（以下，通則法）

を根拠法として�り，「国民ƹƢÜび社会経ƥのč定ǝの公

共上の見地からǐĐにĐ施されることが必要な事務Üび事

業」を行う法人であり，その組織，運営�よび管理につい

ては個別法にも別Ⱥ定められている。たとえば理Ð学研究

所は文部科学省の©下にあり，「国立研究開発法人理Ð学研

究所法」という個別法にû&いて設置されている。	   

ここでは ESS ABがĐ際に設置している機関と，その運

営Đ態について，ESS AB がƙ年発行する Annual Report 

2013[5] にçまれる Corporate Governance Report（以下，

コーkvートガバナンス報èŴ）と ESS ABの定ƕ[6]を参

ƭして，日本の独立行政法人と比較しながら�者の違いに

ついてƌȖする（ȃ 4）。 

 
4.1 43@0会R%の*)LのU" 
ƶ在 ESS ABのƃ式はスウェーデン政ıが 74%，デンマ

ーO政ıが 26%を所有している。これらのƃ主がƃ主総会

に�いてɆ任したř名委員会が，ESS AB のƶ在・ĚŽの

íɧȍ決に要するǹ力のȓ�にû&いて，Þǰ役をř名し

ている。このǪ果，Þǰ役はスウェーデン�ȃとして 5名，

デンマーO�ȃとして 3 名の合計 8 名がɆ任されて�り，

また，Þǰ役会議長はスウェーデン¨から，Þǰ役会Å議

長はデンマーO¨からɆ出されている。Þǰ役の人数は，

ƃ式の¡有比Ƶ（ɰ出ȫ比Ƶ）により，Þǰ役のã国比Ƶ

が調整されているものと思Ūされる。 

独立行政法人では，役員の任êは通則法にû&き，主務

大Ǻが独立行政法人の長と監事を任êする。任êにあたっ

ては「必要に応じ，公ÏのƢ用にÊめなければならない」，

「公Ïによらない場合であっても，透明性をǐ¡しつつ，

¤ȅ者のŞǾのƞめその�の適任と認める者を任êするた

めに必要なş置をȜ�るようÊめなければならない」とさ

れている。また，個別法の定めにより，そのほかの役員が

ある場合は，法人の長が任êする。 

ESS AB の場合には，ƃ主総会が開かれてř名委員会の

委員が任êされ，当Ȕ委員がÞǰ役をř名するŒǬを経る

のと比較すると，独立行政法人の長�よび監事の任êは主

務大Ǻがɡ常にĸいƐ限を持つように設計されているとい

える。これは，独立行政法人という性格上，ESS AB のよ

うにȆ数の出ȫ者がいるDけではないため，出ȫ者の利害

を調整する必要がないためであCう。 

 

4.2 /VD<!のU" 
ESS ABでは外部監査人はƃ主総会で任êされるが，2016

年ŲƩでは KPMG ABが外部監査人となっている。外部監

査人は国有に関する方針に�いて開Ǒǵ務のあるȤ務țȃ，

コーkvートガバナンス報èŴ，サスティナftティ報è

Ŵについて監査またはvfpーを行い，その適切性につい

て意見をȃ明する。通則法では，役員の場合と同様に，主

務大Ǻが独立行政法人の会計監査人をɆ任する。また，会

計監査人は公認会計士または監査法人でなければなら�，

Ȥ務țȃ，事業報èŴ（会計に関する部分に限る。）�よび

決算報èŴについて監査することが定められている。ESS 

ABの外部監査のĘȡとなっている報èŴと比較すると，独

立行政法人はコーkvートガバナンス報èŴ，サスティナ 

 

 

ȃ 4	 ESS ABと日本の独立行政法人のガバナンスの比較 

比較ɤ目 ESS AB 独立行政法人 �者の違い 

意思決定会議体の

参加者のɆ任 

  ƃ主総会でř名委員会が任êさ

れ，当Ȕ委員がÞǰ役をř名 

  主務大Ǻが長とĮ事を任ê 

  そのほかの役員は長が任ê 

  ƃ主総会を経るか，長が決めるか 

外部監査人のɆ任 

  ƃ主総会でɆ任 

  Ȥ務țȃ・コーkvートガバナン

ス報èŴ・サスティナftティ報

èŴについて監査またはvfp

ーを行う 

  主務大ǺがɆ任 

  Ȥ務țȃ，事業報èŴ（会計に関

する部分に限る。）�よび決算報

èŴについて監査する 

  ƃ主総会を経るか，主務大Ǻが決

めるか 

  Ȥ務țȃ以外の報èŴもvfp

ーĘȡか 
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ftティ報èŴを�成するǵ務がない。今後，独立行政法

人のガバナンスやサスティナftティにĘする国民の関心

が高まれば，スウェーデンに�ける政ı¡有企業のように，

これらの報èŴが国民に開Ǒされ，外部監査人による監

査・vfpーが行Dれるようになるかもしれない。 

��	JP	

ESS AB では必要な人Ż，研究機器，ȫɌなどを多数の

国から集ǥして形成した国際共同研究組織体を有限責任会

社の形態で運営している。機関設計はスウェーデンの会社

法をû本とし，国有に関する方針�よびコーkvートガバ

ナンス・コーaにより，ガバナンスについてさらにÚしく

規定されている。これにより ESS ABでは上場企業と同ǝ

のガバナンスがǐ¡されるようãǗ機関が設計され，透明

性のǐ¡や情報開Ǒのための仕組みが整備されている。ま

た，研究機関に�けるコーkvートガバナンス報èŴ，サ

スティナftティ報èŴの�成，外部監査人によるそれら

の報èŴの¡Ȓ業務もŐが国では見られないものであった。 

大規模な国際研究機関を設立する場合，ホスト国を主と

したŞȾ組織は人Ż，施設設備，ȫɌを多数の国から調ɂ

する必要がある。これらtYースの調ɂとĶきšえに，ȥ

ƳのǖĲに応じた発Ȏ力のǐ¡や，成果の公Ĭな分Ɉ3の

ɈŎが必要となるが，これをàǹとする法人形態がそのホ

スト国に用意されている必要がある。 

国立大学法人や独立行政法人といったŐが国でこれまで

運用されてきた法人形態では上ȐのĘ応が難しいことがŊ

定され，その場合にはƃ式会社という法人形態での運用も

ESS などの事例からは一考の�¥があるものと考えられる。 

QT	
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